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九州運輸局
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九 州 運 輸 局

大分県地方協議会の今後の取組について

令和5年2月2日

九州運輸局 大分運輸支局

運輸と観光で九州の元気を創ります

第14回トラック輸送における取引環境・労働時間改善大分県地方協議会 資料 資料7

（令和5年度以降の取組方針（案））



国土交通省
九州運輸局令和４年度の取組状況

1

セミナーのアンケート結果

35%

50%

11%
4%

良く知っていた ある程度知っていた

あまり知らなかった 知らなかった

N=115

問い．
このセミナーを受ける前に２０２４年問題や トラック業界の現状をご存知でしたか。

・セミナー参加者のうち８５％
が「よく知っていた」「ある程度
知っていた」と回答。

・トラック事業の諸問題に関心のない人はセミナーに不参加。
・トラック事業の諸問題を「自分の問題」として捉えていない
荷主企業も多くある。

・関心のない荷主に問題を知ってもらうことが必要。
・トラック事業の諸問題を「自分事」と感じてもらうことが必要。

（課題）

・荷主企業に電話で参加
依頼するものの「自分の
会社に関係のない問題」
との回答で参加いただけず。
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荷主企業にトラック業界の諸問題を「自分事」として捉えてもらう
ためには、今後起こりうる事態について、関心を持ってもらい、実
感してもらうことが必要。

令和５年度の取組の方向性について（案）

令和5年度は以下の事業を行うこととしたい。
①大分県内おける２０２４年問題の影響（不足するトラック供給量）
の定量的調査

②調査結果を分かりやすい形（パンフレット等）にして、
荷主企業等へ周知を行う。

2

そのためには、荷主企業に今後起こりうる事態（トラック供給力不
足）を分かりやすい形で具体的（リアル）に周知することが必要。
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24%

21%

11%

10%

9%

9%

6%

5%
5%

荷主への２０２４年問題等の周知

２０２４年問題の影響（不足する供給

量など）の見える化（定量化）

荷主への独禁法や貨物運送事業法

等の法令の周知

一般利用者への２０２４年問題等の

周知

荷主向けセミナーの開催

荷主やトラック事業者への先進事例

の周知

ホワイト物流推進運動やパートナー

構築宣言への荷主参加の推進

トラック事業者の働きやすい職場認

証制度の推進

DXなどの効率化や共創の取組など

の実証実験

令和５年度の取組の方向性について（調査内容イメージ）

3

今後の協議会の取組として、必要なことは何だと思いますか。
（調査イメージ）

不足する供給量について、定量的な形で見える化
した上で、荷主企業に周知することが必要

・「持続可能な物流の実現に向けた検討会（主催：経済産
業省、国土交通省、農林水産省）」において、右のような
調査結果(不足する輸送能力)の報告がなされたところ。

・大分県内における右図のような定量的な調査※を行いたい。

（調査内容）

（出典：R4.11.11第２回持続可能な物流の実現に向けた検討会資料１
より抜粋）

※調査の詳細は、予算等の関係により変更もあります。事務局に一任をお願いしたい。
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38%

17%

19%

11%

9% 4%2%

商工会議所等からのチラシ

取引先のトラック事業者か

らの紹介

トラック協会HP

JILSからの周知

行政等からの周知

おおいた歩得（メルマガ）

大分県賃上げセミナー N=47(不明15は除外)

令和４年度の取組状況について（周知方法イメージ）

4

62者

（ 56%）

49者

（44%）

共創セミナーに参加した

「荷主関係」の内訳

荷主企業等

（協議会委員等の）

関係者
N=111

セミナーをどのように知りましたか。

・共創セミナーのアンケートでは「商工会議所等からのチラシ」
で知った人が多い。また「取引先のトラック事業者からの紹
介」、「トラック協会HP」も多い。

・アンケート自由意見に「メディアを使っては」との提案あり。

（周知方法）

・効果の高いこれらの方法で周知を行いたい。
・「定量的な影響」等を分かりやすいパンフレットの形にして、
周知を行いたい。

・新聞等へのマスコミを通した周知も併せて行いたい。

●パンフレットイメージ

※周知方法も、予算等の関係により変更もあります。事務局に一任をお願いしたい。

●周知方法

・大分県内の商工会議
所会報誌での周知

・トラック事業者からの
周知
→運賃交渉しやすい

環境づくり
・大分県トラック協HP
での周知

・プレスリリースによる周知

一番聞いてほしい方々



国土交通省
九州運輸局令和５年度の実施事項について（PDCAシート＆工程表）

令和４年度の「トラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会」の実施事項について
（令和4年7月19日 厚労省労働条件政策課長、同監督課長、国交省貨物課長 通達）

2 重点取組事項のPDCAについて

上記1(1)、(2)の今年度の重点取組事項が、令和
6年度から適用される時間外労働の上限規制に向け
て効果的な取組となるよう、各地方運輸局等は管轄
する各地方協議会の取組について、別添様式1を用い
てPDCAサイクルによる継続的な改善を行うこと。この
際、PDCAを効果的に実施できるよう、別添様式2を
用いて令和6年度から時間外労働の上限規制が適用
されることに向けた改善のための工程表を作成し、中長
期の取組となるような目標及び指標（KPI）を設定す
るよう努めること。
なお、地方運輸局等は取りまとめた別添様式1・2を

令和５年4月末日までに自動車局貨物課に報告する
こと。

○）□□□□□□□□□□□□□□□＜重点取組事項名＞

○重点取組事項概要

○ＫＰＩ

○重点取組事項の取組状況

○課題及び今後の対応の方向性

記載担当者名：○○省（○○局○○課〇〇）

　□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□。

［　］□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
　【○○年度～○○年度　□□□□　　→　○○年度～○○年度　□□□□】

　□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□。

【ＫＰＩ】

　□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□。

別添様式1（PDCAシート）

地方協議会の新たな取組として、
PDCAサイクルによる継続的な改善
と工程表の作成が必要。 5別添様式2（工程表）



国土交通省
九州運輸局令和３年度 PDCAシート（案）
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３
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９
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２
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０
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０
３
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８
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５
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０
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受
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に
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５
％
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５
％
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。

・
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催
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が
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、
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、
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を
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。
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※
１

　
N

＝
１

１
５

・
「
よ

く
知

っ
て

い
た

」
：
3
4
,8

％
・
「
あ

る
程

度
知

っ
て

い
た

」
：
5
0
.4

％
・
「
あ

ま
り

知
ら

な
か

っ
た

」
：
1
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.4

％
・
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知

ら
な

か
っ

た
」
：
4
.3

％
。

・
そ

の
他

：
0
％
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。
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。
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0
0
部

の
周

知
　

　
　

　
　

　
　

　
　

・
商

工
会

議
所

等
の

広
報

誌
に

よ
る

周
知

1
1
,5
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国土交通省
九州運輸局工程表（案）
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＜地方協議会名＞：トラック輸送における取引環境・労働時間改善大分県地方協議会

＜重点取組事項名＞「大分県における不足する輸送供給の定量的調査及び周知」

【概要】
大分県における、今後不足する輸送供給量の調査を行い、今後起こりうる起こりうる事態（トラック供給力不足）を分かりやすい形で具体的に

周知することで、荷主企業にトラック運送業の諸問題を「自分事」として捉えてもらい、トラック事業者が運賃交渉や荷待ち時間の減少等の効率化
の要請が行いやすい環境を整える。

2021年度 2022年度 2023年度 2024～年度 ＫＰＩ 備考

・調査の実施
・パンフレットにて
周知(15,000部)

大分県内の「加工食品」に
関係する荷主企業に対し
て、アンケート調査を実施 荷主企業

等を対象と
した「物流
改善セミ
ナー（仮
称）」を開
催

アンケート調
査結果とりま
とめ

荷主企業及びトラック運送事業者に対して、「荷主と運送事業者の協力による取引環境
と長時間労働の改善に向けたガイドライン」を周知する。

「標準的な運賃」について、荷主企業及びトラック運送事業者に趣旨・内容を理解して頂
き、普及に努める。

○不足す
る輸送供
給の定量
的調査及
び周知



国土交通省
九州運輸局今年度（令和４年度）以降の対象輸送分野について

１ 今年度の重点取組事項について
（１）今年度の輸送分野別の検討について
① 対象輸送分野
各地方協議会事務局（運輸支局、都道府県労働局及び都道府県トラック協会をいう。以下同じ。）は、これまでの地方協議会での

課題整理や過去の実証事業を通じて浮き彫りとなった課題、輸送分野ごとに顕在化している課題等に対し、１つ以上の輸送分野におけ
る課題の整理及び課題に対する改善策の活用等を検討すること。検討の対象とする輸送分野（以下「対象輸送分野」という。）は、各
地方の状況に応じ、次の（ア）～（オ）のいずれかより選定すること。なお、選定に当たっては、下記２において工程表作成及びKPI設
定が行われることを考慮し、中長期的にな取組を見据えて検討すること。
（ア）令和元年度に実施した待機時間・附帯作業に関する調査の都道府県別の結果に基づき、各都道府県における待機時間が特

に長い輸送分野（別添資料参照）
（イ）令和２年度に実施した積載効率に関する調査の輸送品目別及び都道府県別の結果に基づき、各都道府県における積載効率の

改善が必要な輸送分野（別添資料参照）
※ 令和元年度の数値が平成22 年度の数値と比較し、概ね約５％以上低下している輸送分野を目安とする。

（ウ）過去の重点取組事項や実証事業のフォローアップを実施する必要があると考えられる輸送分野
（エ）「加工食品、飲料・酒」、「建設資材」及び「紙・パルプ」の中で、各輸送品目別のガイドラインで示した『今後の取組みの方向性』

に沿って取組を行う輸送分野
（オ）各地方協議会事務局が取組事項として特に必要と認めた輸送分野

令和４年度の「トラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会」の実施事項について
（令和４年７月１９日 厚労省労働条件政策課長、同監督課長、国交省貨物課長 通達）

・これまでの協議会において「加工食品、酒・飲料」を対象輸送分野として重点的に取組を行ってきたところ。
・今後（令和５年度以降）も、引き続き「加工食品、酒・飲料」を対象輸送分野として本省に報告したい。
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